
平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

1,127 256 935 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 日 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 1,118 259 925

上乗 □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,139 258 921

□ （ t ） （ 日 ） （ t ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

5,929 27 5,660 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 個 所 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 5,781 29 5,612

上乗 □ （ t ） （ 個 所 ） （ t ）

■ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5,888 30 5,723

□ （ t ） （ 個 所 ） （ t ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

368 256 391 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 日 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 395 259 409

上乗 □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 399 258 414

□ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

418 256 399 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 日 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 409 259 392

上乗 □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 398 258 379

□ （ t ） （ 日 ） （ t ）

25年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持

現状維持

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

11,058 47,855

34,977

説明欄：市町村総合交付
金（基盤強化分）が含ま
れる。

16,965

回収日数

市全額

25年度以
降方向性

57,328

26年度以
降方向性

現状維持
24年度以
降方向性

説明欄：飲食品用缶以外の混入がまだ見ら
れることがあり、周知に改善の余地がある
ものの、リサイクルへの市民の意識付けは
充分行われており、より高いリサイクル率
を維持していくことが大切である。

縮小
説明欄： 26年度以

降方向性

7,449

4,165

説明欄：市民の意識付けは充分行われてお
り、より高いリサイクル率を維持していく
ことが大切である。
平成２４年４月より、アウトソーシングを
行い、１００％委託化とした。

25年度以
降方向性

現状維持

24年度以
降方向性

説明欄：市町村総合交付
金（基盤強化分）が含ま
れる。

努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

週１回収集して
柳泉園組合へ搬入

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例施行規則

週１回収集して
柳泉園組合へ搬入

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・２４年度より全部委
託60,488 36,662

事業
形態

直営（委託無）

意図

全額補助 一部補助有

9,844

3,160

25年度以
降方向性

説明欄：市町村総合交付
金（基盤強化分）が含ま
れる。

25年度以
降方向性

34,144

説明欄：全部委託済み

56,734 30,035

25年度以
降方向性

54,975

54,988

25年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

15-02-04

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的

18,973 55,316

資源化量

対象
ごみ収集場所に出された
飲料用ペットボトル

回収量 回収日数

飲料用ペットボトルを
リサイクルする

努力義務的
ごみ収集場所に出された
飲食品用アルミ缶、スチール缶

36,343

手段
・

内容

回収量

36,797

事業
形態

直営（委託無）

意図
飲食品用缶を
リサイクルする

56,535

資源化量

自主的

市全額15-02-03

ごみ対策課
管理係

199

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例施行規則

178

165
根拠
法令
等

義務的

全額補助

54,810

15-02-02

事業
形態

対象

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

根拠
法令
等

ごみ対策課
管理係

7,496 1,155

直営（委託無）

8,728

資源回収
資機材管理事業

缶リサイクル事業

1,279

対象

54,810

一部補助有

分別収集に必要な資機材管理、燃料
等車両管理、ボックス置場の土地活
用等を行う全額補助 一部補助有 市全額

努力義務的

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
する条例

縮小自主的 義務的

7,496

4,165
説明欄：生産者責任の拡大により、高いリ
サイクル率を維持して行くことが大切であ
る。

1,053 5,218

25年度以
降方向性

手段
・

内容

意図 リサイクル推進のための環境整備

資源化量

8,651

7,449

各種資源物（びん、缶、古紙、
古布、金属、ペット、プラスチッ
ク）

資源物回収量
（びん、缶、
古紙、古布、
金 属 、 ペ ッ
ト 、 プ ラ ス
チック）

市内各所で
有償で借り上げ
ている資源物置
場の数

説明欄：
現状維持

説明欄：びんのリサイクルに対する市民の
意識付けは充分行われており高いリサイク
ル率を維持して行くことが大切である。

説明欄：全部委託済み

説明欄：

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

現状維持

事業
形態

直営（委託無）

意図

全額補助

50,959

手段
・

内容

週１回収集して
柳泉園組合へ搬入

一部補助有

その他（　　　　　　　　　　　　　）

回収日数 資源化量

飲食品用びん類を
リサイクルする

51,283

市全額

60,233

60,8659,906

びんリサイクル事業

31,450

51,559

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例施行規則

回収量

対象
ごみ収集場所に出された
飲食品用びん

24,458

30,893

8,950

15-02-01

8,162 59,721

市独自上乗せ（上乗・横出）

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

説明欄：生産者責任の拡大により、高いリ
サイクル率を維持して行くことが大切であ
る。

説明欄：

説明欄：

ペットボトル
リサイクル事業

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進 基本事業番号・名 １５－０２ 資源循環型社会の推進

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

東久留米市



平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進 基本事業番号・名 １５－０２ 資源循環型社会の推進

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

50,691 60,000 未実施 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 世 帯 ） （ 枚 ） （ ％ ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 50,520 60,000 未実施

上乗 □ （ 世 帯 ） （ 枚 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 50,305 60,000 82.4

□ （ 世 帯 ） （ 枚 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

50,691 14 2.93 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 世 帯 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 50,520 18 2.91

上乗 □ （ 世 帯 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 50,305 20 2.89

□ （ 世 帯 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

3,578 32,201,325 60.2 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 円 ） （ ％ ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 3,685 36,848,875 60.4

上乗 □ （ t ） （ 円 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 3,875 38,741,480 60.7

□ （ t ） （ 円 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

2,202 154 2,202 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 日 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 2,120 157 2,120

上乗 □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 2,266 155 2,266

□ （ t ） （ 日 ） （ t ）

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

15-02-05

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的

直営（委託無）

意図

一部補助有

対象 住民登録世帯数

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

努力義務的

446

市全額

手段
・

内容

ごみの出し方
の ル ー ル を
守っていると
答えた住民の
割合

26年度以
降方向性

25年度以
降方向性

分別パンフレットを全戸に配布し
て、ごみの出し方及び資源物の分別
方法を周知する

642 484

拡大
26年度以
降方向性

拡大

1,350

事業
形態

ごみの出し方及びリサイクル対象品
を理解してもらい、ごみ出しのルー
ルを徹底する

25年度以
降方向性

説明欄：毎年度配布を行いごみ及び資源物
に対する意識付けということで継続が必要
である。
今後については保存版を作成し、転入者の
みの配布等検討が必要。

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
する条例

住民登録世帯
数（外国人登
録を除く）

分別パンフレッ
ト等の発行部数

641

全額補助

642

641 538 1,179

説明欄：

904

1,126

縮小

904

15-02-06

ごみ対策課
管理係

一部補助有

事業
形態

努力義務的

対象

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：

根拠
法令
等

自主的 義務的

434

生ごみの減量化処理機器を購入した
市民に助成金を交付する

市全額

住民登録世帯数
①東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
する条例
②東久留米市生ごみ減量化処理機器購入費
助成金交付要綱

32,369

431

228

514

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

意図

住民登録世帯
数（外国人登
録を除く）

根拠
法令
等

自主的 義務的

206

208 223

248

努力義務的

資源化された
ものの中で、
集団回収によ
り資源化され
た割合

全額補助

事業
形態

同機器の購入を促進し、生ごみの減
量化を目指す

266

助成件数

本制度を利用
した述べ世帯
の割合(昭和63
年～)

15-02-07

ごみ対策課
管理係

資源集団回収
によって回収
された資源の
量

団体に交付され
た報奨金の額

集団回収によって回収された紙類、
金属類、古布

25年度以
降方向性

拡大
26年度以
降方向性

拡大

現状維持
説明欄：オータムジャン
ボ宝くじ区市町村交付金
が含まれる。（地球温暖
化対策、リサイクルの推
進等地域における環境の
保全及び創造に係る事
業）

26年度以
降方向性

説明欄：生ごみの減量に対する意識は高
まっているので、今後も継続が必要であ
る。
また、家庭ごみの減量化への取組が浸透す
ると、本事業の希望者が増加するものと見
込まれるため、予算措置面での対応が必要
となる。

説明欄：

41,129

説明欄：行政回収より集団回収の方が回収
量が多く、これを維持して行く必要があ
る。
近年、集団回収による回収量が減少傾向と
なっているため、本制度の周知を行い、よ
り一層の拡大を図っていきたい。
申請方法・様式の見直しなど、より容易に
本制度を利用できるように改善していきた
い。
また、平成24年4月1日より、報償金交付額
を1kgあたり10円から9円へと変更した。

現状維持

39,345

41,250

228

266

208

1,646

25年度以
降方向性

11,369

25年度以
降方向性

1,982 43,232

25年度以
降方向性

39,3451,784

意図
紙類、金属類及び古布のリサイクル
促進を図る

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助 一部補助有 市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

資源集団回収を行っている団体に、
引き渡し量に応じて市が報奨金を交
付

①東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
する条例
②東久留米市資源回収報奨金交付要綱

努力義務的

一部補助有 市全額 回収日数
資源物になっ
た紙類の量

54,656

57,732

直営（委託無）

対象

説明欄：２４年度より
報奨金単価１円減

41,250

25年度以
降方向性

26年度以
降方向性

34,015

26年度以
降方向性

現状維持現状維持 現状維持

15-02-08

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的

紙類リサイクル事業

説明欄：市民の意識付けは充分行われてお
り、高いリサイクル率を維持していくこと
が大切である。
生産者責任の拡大、ダイレクトメールの規
制など、国レベルの改善に期待する部分も
大きい。
平成２４年４月より、アウトソーシングを
行い、１００％委託とした。
紙類等売却代金（平成24年度3,141千円、
平成23年度3,084千円、平成22年度3,154千
円）が含まれる。

31,995

32,345

説明欄：

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助

対象
ごみ集積所に出された新聞、雑誌、
段ボール

紙類収集量

説明欄：市民の意識付けは充分行われてお
り、高いリサイクル率を維持していくこと
が大切である。
生産者責任の拡大、ダイレクトメールの規
制など、国レベルの改善に期待する部分も
大きい。
平成２４年４月より、アウトソーシングを
行い、１００％委託とした。
紙類等売却代金（平成24年度3,141千円、
平成23年度3,084千円、平成22年度3,154千
円）が含まれる。直営（委託無）

22,311

35,937

手段
・

内容
週１回回収し、リサイクルする

21,795

22,311

26年度以
降方向性

21,795

現状維持
説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・２４年度より全部委
託

市独自上乗せ（上乗・横出）

意図
紙類は資源であることを周知し、リ
サイクルの促進を図る

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例施行規則

31,995 29,843 61,838

説明欄：毎年度配布を行いごみ及び資源物
に対する意識付けということで継続が必要
である。
今後については保存版を作成し、転入者の
みの配布等検討が必要。

説明欄：生ごみの減量に対する意識は高
まっているので、今後も継続が必要であ
る。
また、家庭ごみの減量化への取組が浸透す
ると、本事業の希望者が増加するものと見
込まれるため、予算措置面での対応が必要
となる。

説明欄：

拡大
25年度以
降方向性

拡大

分別パンフレット
配布事業

生ごみ減量化処理機
器購入費助成事業

資源集団回収事業

26年度以
降方向性

縮小

東久留米市



平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進 基本事業番号・名 １５－０２ 資源循環型社会の推進

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

21 531 21 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 件 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 23 582 23

上乗 □ （ t ） （ 件 ） （ t ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 26 615 26

□ （ t ） （ 件 ） （ t ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

193 256 193 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 日 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 938 259 938

上乗 □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 1,019 258 1,019

□ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

1,458 256 1,415 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 日 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 1,446 259 1,409

上乗 □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,422 258 1,378

□ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

17,486 206 3,104 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 日 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 17,819 207 3,118

上乗 □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 17,827 206 3,038

□ （ t ） （ 日 ） （ t ）

直営（委託無）

意図

一部補助有

努力義務的
25年度以
降方向性

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例施行規則

義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

説明欄：平成２３年１０月より、アウト
ソーシングを実施したことにより、１０
０％委託化した。
家庭ごみの有料化に向け、生ごみの減量と
紙類の分別を徹底し、減量化に努める。

衛生的に迅速的に収集する

271,237

244,078

収集回数

46,982

エコセメント
化量（再利用
化量）

240,918 3,160

週４回、26コースに分けて収集を実
施

清掃施設（ボックス、ステーショ
ン）に排出される可燃ごみ

224,255

手段
・

内容

現状維持
説明欄：市町村総合交付
金（基盤強化分）が含ま
れる。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

対象

15-02-12

ごみ対策課
業務係

78,852

排出量市全額

事業
形態

190,971

全額補助

根拠
法令
等

自主的

269,823

26年度以
降方向性

25年度以
降方向性

86,255

現状維持

101,718

44,971

説明欄：

現状維持
26年度以
降方向性

説明欄：容器包装プラスチックの品質に応
じて市に支払われる拠出金の額に影響があ
るので、容器包装プラスチックを排出する
際は、洗い流してから捨てるように呼びか
けている。

25年度以
降方向性

54,660

24年度以
降方向性

説明欄：

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例施行規則
④容器包装に係る分別収集及び再商品化の
　促進等に関する法律

114,583 9,972 124,555 52,581

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・２３年度１０月より
全部委託

現状維持
説明欄：市町村総合交付
金（基盤強化分）が含ま
れる。

24年度以
降方向性

124,683

説明欄：

35,278

125,106

25年度以
降方向性

15-02-11

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助

容器包装プラスチッ
ク
リサイクル事業 直営（委託無）

一部補助有 市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

114,777 9,906

回収量 回収日数

手段
・

内容

その他プラスチック類を再商品化す
る

意図

1,784

回収された粗
大ごみの解体
に 伴 う 金 属
類、非鉄金属
類、基盤類の
うちリサイク
ルされた資源
物の量

15,580

指定法人への
引き渡し量

114,161

12,225

15,453

10,945

25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

縮小 現状維持縮小

17,364 15,580

15,453

12,225
説明欄：紙類がアウトソーシングされたの
で、事業内容が変更となる。
減量策として、廃家電の実験回収を行う。
また、今後は、更なる資源化を図っていく
上で、粗大ごみの品目の見直しなどを検討
する。

現状維持
説明欄：

市全額

事業
形態

容リ法に基づき、容器包装プラス
チックの分別収集を行う

粗大ごみを解体し、有価物を回収す
る

リサイクル処理過程の中間処理

根拠
法令
等

自主的 義務的

対象
容リ法に定める容器包装プラスチッ
ク

一部補助有

説明欄：

説明欄：紙類がアウトソーシングされたの
で、事業内容が変更となる。
ごみ減量化のための新たな方策として、廃
家電の実験回収を行っていく。
また、今後は、更なる資源化を図っていく
上で、粗大ごみの品目の見直しなどを検討
する。

1,982 17,435

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

1,646 13,871

15-02-10

ごみ対策課
管理係

回収した粗大ごみ

意図

手段
・

内容

粗大ごみの解
体に伴う金属
類、非鉄金属
類、基盤類の
行政回収量

努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
する条例

可燃ごみ収集事業

その他（　　　　　　　　　　　　　）

資源選別場運営事業

対象

選別場稼働日数全額補助

事業
形態

15-02-09

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的

一部補助有 回収量

努力義務的
25年度以
降方向性

全額補助

市民からの申し込みによる回収を行
い、市外の施設へ持ち込んでリサイ
クルする

398 3,594 3,992

回収件数市全額

対象 自宅で剪定した枝木

374

398

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

説明欄：剪定枝をリサイクル対商品として
捉えてリサイクルを行っていくことは、可
燃ごみの減量化に結びつくので継続して行
くことが大切である。
また、本事業の周知を行っていくことで、
より一層の資源化を図っていきたい。
減量化に合わせて本事業の対象拡大が予想
されるが、リサイクルできる受け入れ先
（業者）が限られているため、緊急時には
代替ルートがない。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例 374 3,316 3,690

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

4,493

説明欄：剪定枝をリサイクル対商品として
捉えてリサイクルを行っていくことは、可
燃ごみの減量化に結びつくので継続して行
くことが大切である。
また、本事業の周知を行っていくことで、
より一層の資源化を図っていきたい。
有料化に合わせて本事業の対象拡大が予想
されるが、リサイクルできる受け入れ先
（業者）が限られているため、緊急時には
代替ルートがない。

25年度以
降方向性

現状維持

事業
形態

リサイクル施
設に持ち込ん
だ量

500

直営（委託無）

意図
家庭で剪定した庭木の枝をリサイク
ルする

500 3,993

剪定枝リサイクル事
業

26年度以
降方向性

現状維持

東久留米市



平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進 基本事業番号・名 １５－０２ 資源循環型社会の推進

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

2,047 256 218 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 日 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ ■ □ 2,168 259 219

上乗 □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 2,234 258 233

□ （ t ） （ 日 ） （ t ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

38 256 38 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 日 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 39 259 39

上乗 □ （ t ） （ 日 ） （ t ）

■ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 42 258 42

□ （ t ） （ 日 ） （ t ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

2,313 256 2,313 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 点 ） （ 日 ） （ 件 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 1,779 259 1,779

上乗 □ （ 点 ） （ 日 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,219 114 1,219

□ （ 点 ） （ 日 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

114,355 100 68 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 114,621 100 58

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 114,754 100 70

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

配 布 自 治 体
数、議員数、
配布希望市民
数

全額補助

現状維持

一部補助有 市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

住 民 登 録 数
（外国人登録
を除く）

495

25年度以
降方向性

238 438

221 321

説明欄：25年度以
降方向性

現状維持

説明欄：平成24年度よりごみ対策課にて印
刷している。今後も引き続き、廃棄物の減
量、処理及び処理施設に関する施策、施設
の運営状況等を事業概要を作成し、多摩地
域の自治体、議員及び希望する市民への配
布を行っていく。

説明欄：平成24年度よりごみ対策課にて印
刷している。今後も引き続き、廃棄物の減
量、処理及び処理施設に関する施策、施設
の運営状況等を事業概要を作成し、多摩地
域の自治体、議員及び希望する市民への配
布を行っていく。

1

説明欄：

15-02-16

ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

市独自上乗せ（上乗・横出）

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
する条例

直営（委託無）

200

事業内容の数値化、編集によってご
み行政の現状を把握し、施策に反映
させるとともに議会・市民へ、更な
るごみの減量化・資源化に取り組む
ことへの理解を深めることを目的と
する。

手段
・

内容 作成部数

1

意図

前年度中に行った清掃業務内容を数
値化し、編纂した「清掃事業概要」
を作成し、自治体、議会等に配布

対象
市民、多摩地域自治体、東久留米市
議会

一部補助有

その他（　　　　　　　　　　　　　）

1,161

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図
不法投棄であることを啓発し、最終
的に回収するとともに、市民の健康
で快適な生活を確保することを目的
とする。

542

200

1,160 2,824 3,984

221

494

26年度以
降方向性

説明欄：

4,213 4,551 338

手段
・

内容

縮小
26年度以
降方向性

対象

3,465 5,091

清掃施設（ボックス、ステーショ
ン）に不法投棄された廃棄物

不法投棄物の
件数

現状維持

収集回数

338

1,626

回収された不
法投棄の件数

25年度以
降方向性

びん回収用コンテナ設置時に、随時
収集する

1,626

現状維持

説明欄：

説明欄：不法投棄パトロールの強化、不法
投棄を誘発させない清掃施設の工夫・改
善。
また、収集方式を見直すことにより、可燃
ボックスを撤去すれば、かなりの件数の減
少につながる。
ただし、既存の清掃施設を資源物置場等と
して、残した場合、不法投棄をされること
も懸念される。

現状維持

15-02-15

ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

自主的 義務的

市全額

不法投棄物収集事業

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例

努力義務的

全額補助

25年度以
降方向性

7,910 8,623713

事業
形態

現状維持
説明欄：

蛍光管は、専用ボックスから週２回
の収集、乾電池は不燃ごみ収集時に
別袋にて同時収集

677 6,568 7,245

全額補助

945

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

8,202

15-02-14

ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

一部補助有 市全額

直営（委託無）

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

対象
有害ごみ専用ボックスに排出される
蛍光管及び別袋で排出される乾電池

排出量
収集回数 処理量

意図

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例

安全に衛生的に収集する

現状維持

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大

16,324 47,395 25,271

説明欄：
現状維持 現状維持

26年度以
降方向性

945

31,982

26年度以
降方向性

25年度以
降方向性

説明欄：家庭ごみ減量化に向け、市民に
とって排出しやすい環境を整えていく。

7,257

713

677

説明欄：平成25年度よりアウトソーシン
グ。不燃ごみに含まれている鉄や小型廃家
電を無料で収集し、ごみの減量化を進め
る。

一部補助有

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例施行規則

25年度以
降方向性

現状維持
説明欄：市町村総合交付
金（振興支援分）、塵芥
収集車購入事業債が含ま
れる。

24年度以
降方向性

説明欄：

65,492

15-02-13

ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

直営（委託無）

全額補助

衛生的に迅速的に収集する意図

55,683

29,581

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

31,071

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

アウトソー
シング

26年度以
降方向性

45,680 19,812

17,901

対象
清掃施設（ボックス横、ステーショ
ン）に排出される不燃ごみ

排出量
収集回数

事業
形態

再生利用のた
め固形燃料化
（ＲＰＦ化）
した量

25年度以
降方向性

週５回、25コースに分けて収集を実
施

37,782

説明欄：家庭ごみ減量化に向け、市民に
とって排出しやすい環境を整えていく。

26年度以
降方向性

現状維持

26年度以
降方向性

25年度以
降方向性

縮小

説明欄：不法投棄パトロールの強化、不法
投棄を誘発させない清掃施設の工夫・改
善。
また、収集方式を見直すことにより、可燃
ボックスを撤去すれば、かなりの件数の減
少につながる。
ただし、既存の清掃施設を資源物置場等と
して、残した場合、不法投棄をされること
も懸念される。

不燃ごみ収集事業

有害ごみ収集事業

清掃事業概要作成事
業

東久留米市



平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進 基本事業番号・名 １５－０２ 資源循環型社会の推進

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

83 255 343 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 世 帯 ） （ kl ） （ 台 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 89 451 484

上乗 □ （ 世 帯 ） （ kl ） （ 台 ）

□ ■ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 106 444 470

□ （ 世 帯 ） （ kl ） （ 台 ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

12 3 3 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 24 3 4

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 25 3 3

■ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

1 9,677 71.2 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 棟 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 1 10,990 77.0

上乗 □ （ 棟 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 1 10,666 89.4

□ （ 棟 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

27,940 64,899 80 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 件 ） （ 件 ） （ t ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 29,436 68,044 93

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ t ）

■ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 28,617 66,234 97

□ （ 件 ） （ 件 ） （ t ）

説明欄：ごみ対策課庁舎は昭和４８年から
使用を開始し、すでに４０年が経過してい
る。
現在、下里一丁目の資源選別場を解体した
ことにより、選別作業についても庁舎敷地
内で業務を行っているところである。
庁舎については老朽化による躯体設備の劣
化、耐震性等に問題が生じており、建て替
えに向けたプロジェクトチームを設置し、
平成２６年度の新庁舎完成に向けて、検討
をすすめていく。
行政財産使用料、行政財産使用許可に伴う
光熱水費（平成24年度65千円、平成23年度
59千円、平成22年度57千円）が含まれる。

現状維持

19,481 21,460

粗大ごみ収集
量

25年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

19,481

17,435

16,634
説明欄：粗大ごみからのリサイクルを今後
も進め、現状を維持する。
また、平成２４年３月より、回収した粗大
ごみから、希少金属を含む中型家電・基盤
類について、売払いを行うことで、資源化
に努めている。
なお、平成２５年４月１日より使用済小型
電子機器等の再資源化の促進に関する法律
が施行され、実験回収を行い検証し、今後
の回収品目について検討していく。

説明欄：
現状維持

25年度以
降方向性

26年度以
降方向性

電話受付、地域別に週４回の戸別収
集

説明欄：粗大ごみからのリサイクルを今後
も進め、現状を維持する。
また、平成２４年３月より、回収した粗大
ごみから、希少金属を含む中型家電・基盤
類について、売払いを行うことで、資源化
に努めている。
なお、平成２５年４月１日より使用済小型
電子機器等の再資源化の促進に関する法律
が施行され、実験回収を行い検証し、今後
の回収品目について検討していく。

粗大ごみを収集し、解体をして処理
する

粗大ごみ処理件
数 （ 品 物 の 合
計）

17,434 31,637 49,071

現状維持
説明欄：

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例施行規則

16,634 24,487 41,121

全額補助 一部補助有

努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図

手段
・

内容 粗大ごみ申込
件数

市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

対象 市民が申し込んだ粗大ごみ

自主的 義務的

事業
形態

15-02-20

ごみ対策課
業務係

根拠
法令
等

その他

8,460

40,941

東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
する条例

6,888 533 7,421 6,888

手段
・

内容

その他
26年度以
降方向性

その他
説明欄：

10,1759,535

25年度以
降方向性

9,535

その他
説明欄：26年度以

降方向性

説明欄：ごみ対策課庁舎は昭和４８年から
使用を開始し、すでに４０年が経過してい
る。
現在、下里一丁目の資源選別場を解体した
ことにより、選別作業についても庁舎敷地
内で業務を行っているところである。
庁舎については老朽化による躯体設備の劣
化、耐震性等に問題が生じており、建て替
えに向けたプロジェクトチームを設置し、
平成２６年度の新庁舎完成に向けて、検討
をすすめていく。
行政財産使用料、行政財産使用許可に伴う
光熱水費（平成24年度65千円、平成23年度
59千円、平成22年度57千円）が含まれる。

その他（　　　　　　　　　　　　　　）

15-02-19

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

直営（委託無）

全額補助

事業
形態

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

577

対象 ごみ対策課庁舎

庁舎 維持管理費

意図
建物、設備等を適正に保守管理する
とともに、高熱水費等維持管理費を
抑制する

107

事故の発生件
数

25年度以
降方向性

17

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持

9,037

640

17

17

説明欄：

116
説明欄：正副安全運転管理者講習会の他
に、職場で田無警察職員による安全運転講
習を実施した。今後も、この取り組みを継
続するとともに、朝礼等において安全運転
対策に関わる情報提供や注意喚起を繰り返
し行っていく。

129

維持管理費の
予算執行率

25年度以
降方向性

ごみ対策課庁舎の維持管理、設備の
保守委託

8,460

安全運転管理の徹底を行う

作業の適正な執行・安全確保によ
り、事故発生を抑制する

124

ごみ収集従事
職員

17 99
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③道路交通法

全額補助

事業
形態

説明欄：26年度以
降方向性

15-02-18

ごみ対策課
管理係

17

その他（負担金　　　　　　　　　）

対象 ごみ対策課ごみ収集事業従事職員

146

意図

手段
・

内容 講習会等の講習
回数

一部補助有 市全額

説明欄：正副安全運転管理者講習会の他
に、職場で田無警察職員による安全運転講
習を実施した。今後も、この取り組みを継
続するとともに、朝礼等において安全運転
対策に関わる情報提供や注意喚起を繰り返
し行っていく。

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持

17

ごみ収集従事職員交
通安全事業

ごみ対策課庁舎維持
管理事業

粗大ごみ収集事業

25年度以
降方向性

現状維持

説明欄：対象は減少を続けているが、事業
は継続する必要がある。
収集方法に改善の余地なし。
し尿収集手数料（平成24年度1,152千円、
平成23年度1,260千円、平成22年度1,480千
円)が含まれる。

2,781

対象

説明欄：

説明欄：対象は減少を続けているが、事業
は継続する必要がある。
収集方法に改善の余地なし。
し尿収集手数料（平成23年度1,260千円、
平成22年度1,480千円、平成21年度1,688千
円)が含まれる。

25年度以
降方向性

2,455

2,928

26年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

現状維持

し尿汲み取りの所有者及び占有者

手段
・

内容

現状維持努力義務的

2,781 780

し尿汲み取り
施設の所有者
及び占有者数

柳泉園への搬入
量

3,795

3,561

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例
③東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
　する条例施行規則

2,455 720 3,175

2,928 867

し尿の衛生的、効率的な収集及び周
辺環境への悪影響（悪臭、害虫の発
生）を防止する

汲み取り式のトイレの所有者及び占
有者からの申請に基づき、委託作業
車が汲み取りを実施している 柳泉園への搬

入台数

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

一部補助有 市全額全額補助15-02-17

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

事業
形態

自主的 義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図

26年度以
降方向性

し尿収集事業

東久留米市



平成25年度事務事業評価表（平成24年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進 基本事業番号・名 １５－０２ 資源循環型社会の推進

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（26年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

22,680 114,355 543.4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 23,378 114,621 557.3

上乗 □ （ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 23,531 114,754 561.8

■ （ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

3,104 114,355 74.4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3

ごみ対策課長
佐川　公行

（ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 3,118 114,621 74.3

上乗 □ （ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3,038 114,754 72.6

■ （ t ） （ 人 ） （ ｇ ）

□ ■ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

0 0 505 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 人 ） （ 回 ） （ g ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 114,621 1 505

上乗 □ （ 人 ） （ ） （ g ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ 人 ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

0 0 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

ごみ対策課長
佐川　公行

（ 名 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

財源 □ □ ■ 10 5 1

上乗 □ （ 名 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ □ 全部委託 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

休止

26年度以
降方向性

廃止(完
了･統合含

む)

25年度以
降方向性

説明欄：東久留米市廃棄物の処理及び再利
用に関する条例第２３条に基づき、市長か
らの諮問「一般廃棄物の減量方策と再利用
の推進について」に対する答申、東久留米
市一般廃棄物処理基本計画の見直しを行っ
た。

0

休止

2,138354

0

1,784

25年度以
降方向性

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

一般廃棄物の減量及び再利用の促進
等に関する事項について市長の諮問
に応じ審議し、答申する。 審議会委員の

人数

自主的 義務的

答申を行った
回数

努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

①東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
する条例
②東久留米市廃棄物の処理及び再利用に関
する条例施行規則

対象 東久留米市長、市民

意図

手段
・

内容

市長が、一般廃棄物の減量及び再利
用の促進等に関する事項を審議させ
るために設置。
市長から諮問を受け、家庭ごみの有
料化について、審議を行い、答申を
行う。その他（　　　　　　　　　　　　　）

審議会の開催回
数

15-02-24

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

事業
形態

0

0

廃棄物減量等推進審
議会事務

26年度以
降方向性

354

26年度以
降方向性

0
説明欄：東久留米市廃棄物の処理及び再利
用に関する条例第２３条に基づき、市長か
らの諮問「一般廃棄物の減量方策と再利用
の推進について」に対する答申、東久留米
市一般廃棄物処理基本計画の見直しを行っ
た。

休止休止
説明欄：

説明欄：

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律
②廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行
規則 0 0 0 0

手段
・

内容

廃止(完
了･統合含

む)

説明欄： 25年度以
降方向性

廃止(完
了･統合含

む)

1,628

説明欄：平成１８年度に策定した、一般廃
棄物処理基本計画について、平成２３年度
に１回目の見直しを行った。
なお、平成２８年度を中間目標年度、平成
３３年度を最終目標年度と定め、社会・経
済情勢の大きな変化や国・都における方針
の変更など、計画の前提となる大きな変動
があった場合には、見直しを行うものとす
る。

25年度以
降方向性

廃止(完
了･統合含

む)

26年度以
降方向性

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的

0

15-02-23

ごみ対策課
管理係

努力義務的

直営（委託無）

事業
形態

全額補助

3,567 5,195

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

説明欄：平成１８年度に策定した、一般廃
棄物処理基本計画について、平成２３年度
に１回目の見直しを行った。
なお、平成２８年度を中間目標年度、平成
３３年度を最終目標年度と定め、社会・経
済情勢の大きな変化や国・都における方針
の変更など、計画の前提となる大きな変動
があった場合には、見直しを行うものとす
る。

「廃棄物の処理及び清掃に関する法
律」第6条第1項及び「廃棄物処理法
施行規則」第1条の3の規定に基づ
き、平成18年度に策定。平成23年度
は、１回目の見直しとなる。

403,315

394,370

可燃ごみについては、平成18年度か
らエコセメント事業を開始し、マテ
リアルリサイクルを実現している。
不燃ごみについては、埋め立て事業
を行っているが、当市では平成17年
度から、搬入を行っていない。

住民登録数
（外国人登録を
除く） 403,315 71

対象
東久留米市長、東久留米市議会、市
民

住 民 登 録 数
（外国人登録
を除く）

平成18年度に策
定後、行った基
本計画の見直し
回数

今回の見直し
により設定し
た家庭ごみ原
単位の長期目
標（平成33年
度）

409,81466 409,880

本計画が、一般廃棄物の減量及び再
利用の促進等に関する事項であるた
め、東久留米市廃棄物減量等推進審
議会で審議を行った。
また、本計画の策定については、業
務委託を行った。

多摩地域25市１町を構成団体とし
て、ごみの最終処分（リサイクル）
を共同処理するための一部事務組合
で、ごみの搬入量等に応じた負担金
を支出する。

現状維持 現状維持現状維持
説明欄：

説明欄：第４次減容（量）化基本計画策定
時には、搬入配分量や負担金算定方法につ
いてその策定作業に関わっており、今後も
構成団体として参画していく。
また、ごみの発生抑制及び資源化に取り組
み、ごみの搬入量等に応じた負担金の減少
に努めていく。

25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

26年度以
降方向性

1,628

説明欄：

東京たま広域資源循環組合規約

全額補助

80 394,450

26年度以
降方向性

自主的

説明欄：第４次減容（量）化基本計画策定
時には、搬入配分量や負担金算定方法につ
いてその策定作業に構成団体として関わっ
ているが、今後も連携を取っていく必要が
ある。
また、今後については、ごみの発生抑制及
び資源化に取り組み、ごみの搬入量等に応
じた負担金の減少に努めていく。

努力義務的

394,370

その他（一部事務組合（負担金））

対象 東京たま広域資源循環組合

意図

手段
・

内容 ごみの焼却残
さ搬入量

409,814

一人一日あた
りの搬入量

15-02-22

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

東京たま広域資源循
環組合参画事業

事業
形態

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

一部補助有

義務的

現状維持

説明欄：中間処理施設の運営管理につい
て、構成団体として今後も参画していく。
また、ごみの発生抑制及び資源化に取り組
み、ごみの搬入量等に応じた負担金の減少
に努めていく。

633,803

説明欄：中間処理施設の運営管理につい
て、構成団体として今後も参画していく。
また、今後については、ごみの発生抑制及
び資源化に取り組み、ごみの搬入量等に応
じた負担金の減少に努めていく。

現状維持

403,386

現状維持

654,100

柳泉園組合規約

623,491 132 623,623 623,491

手段
・

内容

説明欄：

対象 柳泉園組合

現状維持
説明欄：

直営（委託無）

意図
構成市からの負担金により、可燃、
不燃、粗大ごみ、資源物の中間処理
及びし尿処理を行っている。 654,100 159

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

654,259

その他（一部事務組合（負担金））

15-02-21

ごみ対策課
管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全額補助

事業
形態

柳泉園組合参画事業

143 633,946

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

柳泉園組合へ
の搬入量（持
ち込みごみ除
く）

住民登録数
（外国人登録を
除く）

一人一日あた
りの搬入量

25年度以
降方向性

東久留米市、清瀬市及び西東京市の
３市によるごみの中間処理を共同処
理するための一部事務組合であり、
ごみの搬入量等に応じた負担金を支
出する。 633,803

一般廃棄物処理基本
計画策定事業

東久留米市


